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議案第１号 

   大和市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例について 

 大和市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和４年２月２４日提出 

大和市長 大 木  哲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、本市職員の育児休業等についての改正を行いたい必要によ

る。  

－1－



 

 

大和市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

大和市職員の育児休業等に関する条例（平成４年大和市条例第４号）の一部を次のよう

に改正する。 

第２条第４号ア(ｱ)を削り、同号ア(ｲ)中「特定職に引き続き」を「引き続いて任命権者

を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め、同号ア中(ｲ)を(ｱ)とし、(ｳ)を

(ｲ)とする。 

第８条中「昇給日（大和市一般職の職員の初任給、昇格、昇給等に関する規則（昭和

４０年大和市規則第８号）第１９条に規定する昇給日をいう。）」を「規則で定める昇給

日」に改める。 

第１９条第２号中「次のいずれにも該当する」を「勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務

時間を考慮して規則で定める」に改め、同号ア及びイを削る。 

第２０条第２項中「大和市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成７年大

和市規則第９号）別表第４第１３号に規定する」を「規則で定める」に改める。 

第２３条を第２５条とし、第２２条の次に次の２条を加える。 

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等） 

第２３条 任命権者は、職員が当該任命権者に対し、当該職員又はその配偶者が妊娠し、

又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは、当該職員に対して、育児

休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに、育児休業の承認の請求に係る当

該職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。 

２ 任命権者は、職員が前項の規定による申出をしたことを理由として、当該職員が不利

益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第２４条 任命権者は、育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため、次に掲

げる措置を講じなければならない。 

(1) 職員に対する育児休業に係る研修の実施 

(2) 育児休業に関する相談体制の整備 

(3) その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置 

   附 則 

この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

－2－



 

 

議案第２号 

   大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例につ 

いて 

 大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例を次のように

定める。 

  令和４年２月２４日提出 

                          大和市長 大 木  哲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由  

 この条例を提出したのは、救急勤務医手当及び専門看護等手当の改正等を行いたい必

要による。  

－3－



 

 

   大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例 

大和市一般職の職員の特殊勤務手当に関する条例（昭和３６年大和市条例第１７号）の

一部を次のように改正する。 

第１１条第１項中「次項において」を「以下」に改め、同項に次のただし書を加える。 

ただし、自宅待機をしていた医師が第１５条第１項第３号に掲げる業務に従事した場

合は、自宅待機手当を支給しない。 

第１５条第１項各号中「おいて、」を「おける」に改め、「に従事したとき。」を削り、

同項に次の１号を加える。 

(3) 勤務時間（正規の勤務時間及び正規の勤務時間を超えて命ぜられた勤務時間をい

い、休憩時間を含む。）以外に緊急の呼出しを受けて行った救急診療業務（前２号に

掲げる業務及び管理職緊急呼出手当の支給対象となる業務を除く。） 

第１５条第２項各号中「規定する」を「掲げる」に改め、同項に次の１号を加える。 

(3) 前項第３号に掲げる業務 勤務１回につき １０，０００円 

第１７条第１項中「又は認定看護師」を「若しくは認定看護師」に改め、「看護師」の

次に「又は保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第３７条の２第２項第４

号に掲げる特定行為研修のうち市長が別に定めるもの（第３号において単に「特定行為研

修」という。）を修了した看護師」を加え、「認定を受けた専門看護分野に係る業務（次項

において「専門看護業務」という。）又は認定看護分野に係る業務（次項において「認定

看護業務」という。）」を「次に掲げる業務」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 認定を受けた専門看護分野に係る業務（次項において「専門看護業務」という。） 

(2) 認定を受けた認定看護分野に係る業務（次項において「認定看護業務」という。） 

(3) 修了した特定行為研修に係る保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第１号に

掲げる特定行為を行う業務（次項において「特定行為業務」という。） 

第１７条第２項に次の１号を加える。 

(3) 特定行為業務 日額 ３，０００円 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の第１５条第１項第３号及び第２項第３号の規定は、施行日以後に開始した

－4－



 

 

救急診療業務について適用する。 

３ 改正後の第１７条第１項第３号及び第２項第３号の規定は、施行日以後に従事した

特定行為業務について適用する。 

  

－5－



 

 

  

－6－



 

 

議案第３号 

   大和市手数料条例の一部を改正する条例について 

 大和市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和４年２月２４日提出 

大和市長 大 木  哲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、電子情報処理組織を使用する方法による証明等の交付の申

請又は請求に係る送付に要する費用を定める改正等を行いたい必要による。

－7－



 

 

大和市手数料条例の一部を改正する条例 

大和市手数料条例（昭和２６年大和町条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第６条の見出し中「よる」の次に「申請又は」を加え、同条中「を郵便又は」を「（以

下「証明等」という。）の交付を郵便若しくは」に、「により」を「又は大和市行政手続

等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年大和市条例第２５号）第３条

第１項に規定する電子情報処理組織を使用する方法により申請し、又は」に、「返送」を

「当該証明等の送付」に改める。 

別表諸証明、写しの交付及び閲覧関係の表第１号中「交付申請手数料」を「交付手数料」

に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年１０月１日から施行する。 

 （大和市印鑑条例の一部改正） 

２ 大和市印鑑条例（昭和５１年大和市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１５条に次の２項を加える。 

２ 前項の場合において、登録者（個人番号カード（行政手続における特定の個人を識

別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７号）第１７条第１項

に規定する個人番号カードをいう。以下同じ。）に電子署名等に係る地方公共団体情

報システム機構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）第２２条第１

項に規定する利用者証明用電子証明書が記録されている者に限る。次項において「利

用者証明利用者である登録者」という。）が本人の印鑑登録の証明書の交付申請をし

ようとするときは、個人番号カードを市長が指定する電子計算機（入出力装置を含

む。）に認証させ、かつ、規則で定める暗証番号を自ら入力することにより、印鑑登

録の証の添付に代えることができる。 

３ 第１項の規定にかかわらず、利用者証明利用者である登録者は、次に掲げる方法に

より印鑑登録の証明書の交付を市長に申請することができる。この場合においては、

印鑑登録の証を添えることを要しない。 

(1) 個人番号カードを市長が別に定める多機能端末に認証させ、規則で定める暗証

番号及び必要事項を入力する方法 

(2) 大和市行政手続等における情報通信の技術の利用に関する条例（平成１７年大

－8－



 

 

和市条例第２５号）第３条第１項に規定する電子情報処理組織を使用し、規則で定

める暗証番号及び必要事項を入力する方法 

第１６条中「及び第１８条第３項」を削り、「印鑑登録の証」の次に「（同条第２項

及び第３項の場合を除く。）」を加える。 

第１８条を削り、第１９条を第１８条とし、第２０条から第２２条までを１条ずつ繰

り上げる。 

 

  

－9－



 

 

  

－10－



 

 

議案第４号 

大和市消防団員の定員、任用、服務等に関する条例の一部を改正する条例に 

ついて 

大和市消防団員の定員、任用、服務等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定める。 

  令和４年２月２４日提出 

                          大和市長 大 木  哲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、消防団員の出動等に係る報酬を定める改正等を行いたい必

要による。

－11－



 

 

   大和市消防団員の定員、任用、服務等に関する条例の一部を改正する条例 

大和市消防団員の定員、任用、服務等に関する条例（昭和４１年大和市条例第１２号）

の一部を次のように改正する。 

第１２条を削り、第１３条を第１２条とする。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 施行日前にこの条例による改正前の大和市消防団員の定員、任用、服務等に関する条

例第１２条に規定する職務に従事した場合については、同条の規定は、なおその効力を

有する。 

 （大和市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

３ 大和市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３６年大和市条例

第９号）の一部を次のように改正する。 

  別表第６８号を次のように改める。 

６８ 消防団の

役員及び

団員 

団長 年額 １２７，０００

副団長 年額 １０１，０００

分団長 年額 ８２，０００

副分団長 年額 ５７，０００

部長 年額 ５１，０００

班長 年額 ４４，５００

団員 年額 ４１，５００

 日額 水火災又は地震

等の災害に出動

した場合 

勤務時間が４時間以上

のとき ８，０００ 

勤務時間が４時間未満

のとき ４，０００ 

警戒、訓練等に

従事した場合 

３，０００

 （大和市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正に伴う経過措

置） 

４ 前項の規定による改正後の大和市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条

－12－



 

 

例別表第６８号の規定は、施行日以後に水火災若しくは地震等の災害に出動し、又は警

戒、訓練等に従事した場合について適用する。 

  

－13－



 

 

  

－14－



 

 

議案第５号 

   大和市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例について 

 大和市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

令和４年２月２４日提出 

大和市長 大 木  哲   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案理由 

 この条例を提出したのは、年金制度の機能強化のための国民年金法等の一部を改正す

る法律（令和２年法律第４０号）が公布されたことに伴い、所要の改正を行いたい必要に

よる。  

－15－



 

 

   大和市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例 

大和市消防団員等公務災害補償条例（平成２０年大和市条例第２９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

第４条ただし書を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に担保に供されている傷病補償年金又は年金である障害補償

若しくは遺族補償を受ける権利は、この条例の施行の日以後も、なお従前の例により担

保に供することができる。 

 

－16－


